
令和6年度（令和6年4月～令和7年3月）

無断複製・転載禁止

相談事業の活動実績とご相談内容等について



1-1.相談事業の概要
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相談事業の形態について

対面相談（弁護士） 電話（弁護士・行政書士）

福島県内

福島県外

電話相談（弁護士）

電話情報提供（行政書士）

NDF本部（東京）で毎週火曜日・木曜日に
弁護士による電話やWEB会議システムを利
用した個別相談を実施。

NDF本部（東京）で毎週月曜日～金曜日に
行政書士による電話での情報提供を実施。

➢ 原子力損害賠償・廃炉等支援機構（以下「NDF」という。）は、原子力損害賠償・廃炉等支援機構法の規定「NDFが資金援助
を行った原子力事業者に係る原子力損害を受けた者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行う」に基づき、福島県
内外で原子力損害賠償に係る弁護士による法律相談・行政書士による情報提供を行っている。NDFが発足した平成23年の10
月から実施し、令和7年3月までに延べ53,415件の相談・情報提供を実施した。また、令和5年9月より、中間指針第五次追補
等を踏まえた追加賠償の支援として、弁護士相談会及び本部での電話情報提供において、追加賠償に係る請求書作成支援を実
施した（実績355件）。

復興住宅 復興住宅に入居された方々を対象に、個別相談を実施。

その他
避難指示が解除された地域の公共施設や借上住宅居住者で構成されている自治会の

集会所等を会場として、説明会・個別相談を実施。

県内（郡山市、福島市、会津若松市、白河市、いわき市、南相馬市、富岡町、

楢葉町、浪江町）の公共施設等を会場として、定期的に個別相談を実施。

福島県弁護士会と法律相談事業に関する委託契約を締結し、福島県内の弁護士

事務所、居宅、公共施設等で個別相談を実施。

巡

回

相

談

常設会場相談

弁護士会への

委託相談

避難指示区域からの避難者が多い都県において、個別相談を実施。

（一部会場では賠償請求全般と第五次追補等を踏まえた追加賠償を主なテーマとした説明会を同時開催）

NDF本部（東京）で毎週火曜日・木曜日に個別相談を実施。

全国の弁護士会と法律相談事業に関する委託契約を締結し、全国各地の弁護士事務

所、居宅、公共施設等で個別相談を実施。

県外相談会

NDF本部

対面相談

弁護士会への

委託相談



1-2.相談事業と相談会等の形態（例. 福島県内の常設会場相談）
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➢ 県内主要都市（郡山市、福島市、いわき市、会津若松市、白河市、南相馬市）及び避難指示が解除された地域

 （浪江町、富岡町、楢葉町）の公共施設等を会場として、定期的に個別相談会を開催。



2-1.相談・情報提供件数の推移

相談・情報提供件数の推移（通期）

➢ 令和6年度の相談・情報提供・作成支援の件数は、1,453件（前年度比▲59.2% 、▲2,109件）であった。
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・対面相談の件数は、433件（前年度比▲34.5%、 ▲228件）

・電話相談・情報提供の件数は、815件（前年度比▲70.4％、 ▲1,936件）



2-2.相談・情報提供件数の推移（相談形態別）

相談・情報提供件数の推移（相談形態別）
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➢ 福島県内での対面相談は、前年度比▲42.5%であった。

➢ 福島県外での対面相談は、前年度比9.9%増であった。

➢ 電話（相談・情報提供）では、電話情報提供件数が758件で前年度比▲71.8%（ ▲1,933件）であった。

（322件の内訳）・巡回相談：103件（前年度比▲48.0 %、 ▲95件） ・常設会場相談：170件（前年度比▲39.5%、 ▲111件）

・弁護士会委託：49件（前年度比▲39.5%、 ▲32件）



2-3.相談・情報提供件数の推移（事故発生時の居住地別）

※ 平成23.3.11時点の人口は、”避難指示区域の状況（避難地域12市町村の詳細）”．福島復興ステーション（WEBサイト）． より
※ 同一案件での継続的な相談・情報提供等は1件として集計する場合があるため、2-1・2-2の相談・情報提供件数の合計値とは一致しない
※ 「その他福島県」は、被災12市町村およびいわき市以外の福島県内の市町村

相談・情報提供件数の推移（事故発生時の居住地別）
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➢ 12市町村では、「南相馬市」、 「浪江町」、「富岡町」 、「大熊町」、「双葉町」の順に件数が多い。

➢ 令和5年度同様に、中間指針第五次追補等を踏まえた追加賠償において、対象地域の「いわき市」、「その他福島県」に居

住されていた方からの問い合わせは依然として多い。



3.県外相談会の相談実績（県外相談会＋賠償請求全般・第五次追補等を踏まえた追加賠償に関する説明会）
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令和6年度県外相談会の実績 県外相談会の実績

開催年度 開催回数 相談件数

平成25年度 10回 98件

平成26年度 32回 466件

平成27年度 20回 290件

平成28年度 21回 197件

平成29年度 16回 119件

平成30年度 17回 103件

令和元年度 19回 96件

令和2年度 14回 51件

令和3年度 12回 39件

令和4年度 16回 54件

令和5年度 17回 59件

令和6年度 17回 66件

開催日 開催場所 相談件数

6月1日 東京都足立区（シアター1010） 1件

6月8日 茨城県水戸市（茨城県総合福祉会館） 3件

7月27日 新潟県長岡市（長岡商工会議所） 7件

8月4日 埼玉県加須市（キャッスルきさい） 4件

8月31日 宮城県仙台市（中小企業活性化センター） 2件

9月8日 東京都墨田区（すみだ産業会館） 4件

9月28日 埼玉県さいたま市（ソニックシティ） 2件

10月5日 千葉県千葉市（Qiball） 4件

10月19日 山形県山形市（山形テルサ） 2件

11月16日 茨城県つくば市（つくば市役所） 8件

11月30日 新潟県柏崎市（柏崎市文化会館） 4件

12月7日 宮城県仙台市 (あすと長町貸会議室) 4件

12月14日 茨城県日立市（日立シビックセンター） 3件

1月18日 東京都千代田区（東京国際フォーラム） 4件

2月1日 栃木県宇都宮市（宇都宮市文化会館） 5件

2月8日 茨城県つくば市（つくば市役所） 4件

3月1日 東京都豊島区（アットビジネスセンター池袋別館） 5件

福島県からの避難者数 
(都道府県上位10) 

都道府県 避難者数

茨城県 2,260

東京都 2,150

埼玉県 2,119

新潟県 1,751

千葉県 1,267

宮城県 1,193

栃木県 1,148

神奈川県 1,143

山形県 1,074

北海道 539

出典：福島県HP (令和7年3月4日時点)



4.相談・情報提供内容の割合の推移

※個人賠償：精神的損害、生
命身体的損害、一時立入・帰
宅費用、就労不能損害、除
染・検査費用、その他（お墓
に関する損害の相談等）

（凡例）

住居確保損害受付開始
（H26.7.23）

相談・情報提供の内容の割合の推移
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➢ 令和6年度の相談・情報提供の内容の割合は、令和5年度の傾向から大きく変わらず、中間指針第五次追補等を踏まえた追加賠

償の請求関係、「請求手続・支払関係」、それに次いで精神的損害や就労不能損害等の「個人賠償」に関する相談・情報提供

が依然として多い。

中間指針第五次追補決定
（R4.12.20）

中間指針第五次追補
請求受付開始
（R5.4.10）

個人賠償に関するもの

財物賠償・住居確保

生活費増加分・避難費用

営業損害等

損害賠償の要件に関するもの

請求手続・支払に関するもの

生活全般に関するもの

賠償に関する確認等



5.追加賠償に係る請求書作成支援の実績
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➢ 中間指針第五次追補等を踏まえた追加賠償の支援として、復興住宅、常設会場での弁護士相談会、及び本部での電話での情報

提供において、令和5年9月より追加賠償に係る請求書作成支援を実施。令和6年度の実績は205件だった。福島第一原子力発

電所の事故から10年以上経過したこともあり、相続や関係する増額事由についてのご質問が多かった。

【令和6年度：205件】



6.相談者アンケートによる相談会の評価

・個別相談を行った弁護士の対応や説明はいかがでしたか？ n=331

（巡回相談、常設会場、県外相談会で実施したアンケート結果の集計）

・どのような点でそう感じられましたか？（複数回答可）

「大変良かった」「良かった」と思う点

「あまり良くなかった」と思う点
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・ご意見・ご要望

⚫ 相談できる場所があるのは安心。続けて頂きたい。

⚫ 書類が届く度に相談したいので、2カ月に1回ぐらい相談会をしていた

だけると助かる。

⚫ とてもわかりやすく、親切に教えていただいて本当に良かった。

⚫ 東電に電話までしていただいて、とても親切にしていただき大変良かった。



7.令和6年度に実施した主な広報①
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相談会の開催日程等をお知らせするための広報（チラシ）
下記のチラシを12市町村の広報誌に同封して毎月約４万部を送付する他、NDFのホームページ等で被害者の方へ相談会の開催日程等をお知らせ。

＜表面＞※2種類 ＜中面＞



7.令和6年度に実施した主な広報②
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<機構相談事業関連リーフレット> <賠償請求推進運動>

<4町HPへのバナー広告掲載>



無断複製・転載禁止
原子力損害賠償・廃炉等支援機構

©Nuclear Damage Compensation and Decommissioning Facilitation Corporation
12

＜参考①＞広報に関する文部科学省との連携

<放送期間>令和7年1月6日～1月13日、2月11日～3月31日

<放送局>福島テレビ、福島中央テレビ、福島放送、テレビュー福島
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＜参考②＞広報に関する文部科学省との連携

早期の賠償請求手続きを促すための広報（ポスター・チラシなど）
※問い合わせ先はNDF電話相談ダイヤルとADRセンター

・YouTube動画（文科省HPや文科省公式チャンネルで公開）

・ポスター、チラシ (福島県内の役場、道の駅、コンビニ、スーパー、公共施設等でも配布) ・ADR申立て手続き解説漫画
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